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機密保持誓約書 

 

特許庁 

情報技術統括室長 殿 

 

令和  年  月  日 

 

社 名  

 

 

住 所  

 

 

 

代表者役職・氏名  

※代表者以外は要委任状  

 

 

 

 当社は、「オンライン出願・受付業務システムの要件整理資料」に係る資料提供招請

（RFI）に関する情報提供（以下、「本情報提供」という。）に関して、以下の各事項を

遵守することを誓約します。 

 

記 

 

１．本誓約における機密情報とは、特許庁が本情報提供に関連して開示する全ての情

報（紙資料、電子情報、電子メール・ＦＡＸによる連絡・説明等形態を問わず、複

製又は複写した情報も含む。）とする。ただし、開示の時点で既に公知のもの及び

特許庁が公表することを承諾した情報については除く。 

 

２．当社は、特許庁から開示された機密情報を本情報提供の目的にのみ使用するもの

とし、その他の目的には使用しないものとする。 

 

３．当社は、特許庁から開示された機密情報を本情報提供のために知る必要のある最

小限の自己の役員、従業員以外に開示、閲覧等させないものとする。 

 

４．当社は、特許庁から開示された機密情報を善良なる管理者としての注意をもって

管理し、漏えい等の事故防止の為に必要かつ適切な安全管理措置をとるものとす

る。 

 

５．当社は、特許庁から開示された機密情報を第三者に開示又は漏えいしないものと

する。ただし、本情報提供に当たって第三者（以下、「再開示先」という。）に機密

情報を開示、閲覧等させる必要がある場合には、特許庁の事前承諾を得た上で、当

該再開示先に開示するものとする。 
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６．当社は、前項ただし書きにより、機密情報を開示する再開示先に対し、本誓約と同

様の機密保持誓約をさせ、特許庁に提示するものとする。 

 

７．当社は、本情報提供に当たって機密情報を知る必要のある自己の役員、従業員に、

本誓約の内容を遵守させるものとする。 

 

８．当社又は再開示先が、本誓約のいずれかの事項に違反した場合、又は漏えい等の

事故により特許庁に損害を与えた場合には、当社は、特許庁が被った損害の賠償

をするものとする。 

 

９．当社は、特許庁によって認められた方法及びその範囲において機密情報を使用す

る以外には、本情報提供に基づきいかなる知的財産権の利用も当社に許諾されて

いないことに同意する。 

 

１０．当社は、本情報提供の終了後又は特許庁からの指示のあった場合、直ちに当社

の責任において機密情報を消去又は破棄し、その旨の証明書を特許庁に提出す

るか、又は、特許庁の指示に従い機密情報を特許庁に返却するものとする。 

 

１１．本誓約書の義務は、本情報提供の終了後３年間存続することについて、同意す

る。 

 

１２．当社は、本誓約に定めない事項に関して解釈に疑義が生じたときは、誠意をも

って特許庁と協議し、これを解決するものとする。 

 

以上 
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